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記されている現状認識を最初に確認しておき
たい。
　基本認識の第１は、グローバルな知識基盤
社会、学習社会、少子化・人口減少、進学率
の続伸、ユニバーサル段階、いわゆる「大学
全入」などに見られるように、大学を取り巻
く環境は急速に変化しているということであ
る。第２は、大学進学率等を過剰とする見方
もあるが、OECD諸国の進学率や社会人・留
学生の受入れ状況との比較などからすると、
我が国の大学教育の規模は過大とは言えない。
第3は、ユニバーサル段階、すなわち大学教
育の量的拡大を積極的に受け止めつつ国際通
用性を備えた学士課程教育の構築を目指すこ
とが必要とし、第４は、質の維持・向上の努
力を怠る大学の淘汰は不可避、さらに第5は、
危機感を共有し、実効ある改革を進めていく
ことが必要としている。
　このような文部科学省の現状認識に基づい
て、本稿での全体の構成を概観する。まず第
２章で、変貌しつつある高等教育でのあり方
の代表的議論を詳細に検討した後にスキルの
重要性を述べる。第３章で社会性と情動を育

第１章　はじめに

　高等教育がユニバーサル化していることは、
衆知の事実である。日本国内の高等教育への
進学率は、2009年には77.6％、うち大学へは
50.2％に達したとされる。これは高等教育研
究で著名なトロウによれば、ユニバーサル段
階（トロウ、1976）に入った段階とみなすこ
とができる。すなわち、該当年齢人口に占め
る大学在学率が、約15％段階の従来のリー
ダーを養成するエリート主義の段階から、
50％に至る大衆化に向けたマス型、さらに
50％を超えるユニバーサル化の新たな段階に
至っているというものである。質的に求めら
れるものは、各段階で、また各国の事情で大
幅に異なる中で、果たしてどのような教育が
今日求められ、どのような実践が可能なので
あろうか。本稿は、それらを探索的に探ろう
というものである。
　中央教育審議会は、新たな枠組である「学
士課程教育」の出現の背景に関して述べてい
る。この考え方は一言で言うならば、新自由
主義思想に基づくものといわれるが、そこで
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示されるようになった。こうした中、2002年
に、米国の教育に強い関心と懸念を有するIT

企業等の主導の下、教育機関とともに「21世
紀スキルパートナーシップ」が設立された。
21世紀の職場で求められるスキルは、次に示
す３つの能力とされ、第１は、Information and 

communication skillsで、第２は、Thinking and 

Problem-solving skillsであり、第３は、Interpersonal 

and self-directional skillsからなる。

2.2　学士力

　日本国内でも、高等教育のあり方をめぐる
様々な議論が活発になってきている中で、文
部科学省と経済産業省の動きは注目に値する。
文部科学省は『学士課程教育の構築に向けて

（審議のまとめ）』の報告書をまとめている。
学士力とは、学士課程で育成する内容をその
名称で束ねた総称である。教育の多様性と、
教育の標準性の調和を目指すとの考え方の下
で、学習成果の達成、きめ細かな指導と厳格
な成績評価、入学者受入方針の明確化といっ
た方針に貫かれた教学経営を、各大学に要請
している。学士課程共通の「学習成果」に関
する参考指針を示し、大学の品質を保証しよ
うとの試みであるが、以下では教育内容と方
法に絞って議論する。
　学士力はSCANS報告の影響を大きく受け
て作成されたものと考えられるが、その実態
を４側面に分類してある。第１の側面は、「知
識・理解」である。多文化・異文化に関する
ものと、人類の文化、社会と自然に関する２
つの分野に関する知識注入型といえる知識の
理解である。第２の側面は「汎用的技能」で
ある。コミュニケーションスキル、数量的ス
キル、情報リテラシー、論理的思考力、問題
解決力、といったさらなる５スキルを中心と

成すべき学習とソーシャルスキルに関して整
理を試みる。第４章では、その代表プログラ
ムである「セカンドステップ」の国内での導
入を、５章で高等教育機関での導入の試みの
実践と評価について述べる。６章で今後の課
題について整理をする。

第２章　ユニバーサル化状態での高等教育
での変容に対応する各種の試み

2.1　SCANS研究報告とソフトスキル

　学習成果の獲得を目指す研究は先進諸国で
は多く存在する。人材開発を国家の競争力向
上のための重要政策として位置づけ、その一
環として、例えば、アメリカにおける連邦労
働長官諮問委員会（SCANS）報告がある。
SCANS報告は、1980年代の国際競争力の低
下を背景として、産業界から教育に対する強
い懸念が示された結果として生まれたもので
ある。ジョージ･ブッシュ大統領のイニシア
ティブの下、1991年に教育に関する国家戦略
が表明され、1992年に策定されたのである。
ワークプレイス・ノウハウの提示されている
同レポートでは、職場で求められる能力を明
確化するとともに、産学連携により、そうし
た能力を学校段階から養成していくことを提
言している。それは「効果的なコミュニケー
ション、創造力、分析力、柔軟性、問題解決
力、チームビルディング、傾聴力等の、他者
と触れ合う際に影響を与える一連の能力」と
される。学力等のアカデミック・ハードスキ
ルと対比される概念として「ソフトスキル」
と言われることもある。近年、米国企業の職
場で、この「ソフトスキル」の重要性が指摘
されており、特に、IT化等により業務の専門
化や複雑化が進む中、付加価値が求められる
仕事にはチームワークが重要との指摘が多く
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かりとやる等が「人間性、基本的な生活習慣」
である。
　さて、職場では、新しい価値の創出が課題
であり、国内市場は成熟し、市場ニーズの多
様化、商品サイクルの短期化、またIT化の進
展といったビジネス環境の変化がある。そこ
で求められる能力の明確化が求められている。

「職場等で求められる能力」について、基礎
学力や専門知識に加え、コミュニケーション
力や実行力、積極性などが必要との指摘が多
い。コミュニケーション力等は、多様な人々
との「チームワーク」により新しい価値を創
出する際に必要な能力であり、職場等で重視
される傾向がある。その対応の方向性として、
ビジネス・教育環境の変化を踏まえると、従
来、半ば「常識」とされてきた、「職場等で求
められる能力」を明確にし、育成・評価する
ことが必要である。「社会人基礎力」＝「組
織や地域社会の中で多様な人々とともに仕事
を行っていく上で必要な基礎的な能力」を定
義するものである。
　その「社会人基礎力」の具体的内容として、
第１に、一歩前に踏み出し、失敗しても粘り
強く取り組む力「前に踏み出す力」（アクショ
ン）」である。第２に、疑問を持ちつつ「考
え抜く力（シンキング）」である。第３には、
多様な人とともに、目標に向けて協力する力

「チームで働く力」（チームワーク）で、この
３つを社会人基礎力の核としている。
　社会人基礎力を構成する３つの能力で求め
られる度合いは、業種や企業等によって異な
るが、この社会人基礎力獲得のために、国内
でもいくつかの大学でプロジェクトベースで
の試みが少なからず存在している１）。経済産
業省は、2009年から社会人基礎力グランプリ
というイベントも実施している。普及促進の

した集合と捉えることができる。第３の側面
は「態度・志向性」であり、同様に自己管理
力、チームワークとリーダーシップ、倫理観、
市民としての社会的責任、生涯学習力といっ
た５つから構成される。第４の側面は「統合
的な学習経験と創造的思考力」とする総合的
なものである。
　学士力に関する諸活動は、提案された当初
と比較すると残念ながら今日では低調と言わ
ざるを得ない。

2.3　社会人基礎力

　学士力に対応する異なるアプローチもある。
経済産業省では、我が国の経済活動等を担う
産業人材の確保・育成の観点から、職場等で
求められる能力を「社会人基礎力」として明
確化している。産学連携による 育成・評価
のあり方について、「社会人基礎力に関する研
究会」を開催し、検討を進め、「社会人基礎力」
の明確化、その育成・評価等のための企業、
学校、政府等の取組の在り方を公表している。
経済産業省の研究会をもとに、基礎学力と、
職業知識や資格などの専門知識に加えて、職
場や地域社会で活躍をする上で必要になる第
３の能力としての社会人基礎力を定義したの
である。
　その具体的な内容に入る前に、「社会人基礎
力」以外のものを整理しておこう。読み・書
き・算数・基本ITスキル等が「基礎学力」で、
仕事に必要な知識や資格等が「専門知識」に
相当するとしている。それぞれの能力の育成
については、小・中学校段階では基礎学力が
重視され、高等教育段階では専門知識が重視
されるなど、成長段階に応じた対応が必要と
なる。また、思いやり・公共心・倫理観・基
礎的なマナー・身の周りのことを自分でしっ
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されているのが実情であろう。特定の「思想」
は高等教育の中では扱われるべきではないと
いう立場からである。また、「スキル」に偏る
のは、専門学校的という認識で、スキル軽視
の風潮は今日でも大学においては少なくない。
ここで、「スキル」という言葉は、注意して使
用する必要がある。社会人向けの理論なしの
テクニック的な、また小手先の表面的なスキ
ルだけでは無味乾燥な教育になりがちである。
スキルだけを取り出し、機械的な反応を学ん
だだけでは、現実化・身体化されない限り、
持続的な効果は期待できない。効果的な実証
を伴う理論、理論に基づくスキルも必要とさ
れる。行動へのつながりの実践性も違いを出
すためには不可欠である。そして、明示され
ていなかった前提も含めて背後にある思想の
理解が必要になる。学士力で言うならば「汎
用的技能」で、社会人基礎力では頭で考え理
解するだけでなく、一歩踏み出し、またチー
ムで実践するスキルを、理論や思想とともに
重視しているのである。

2.5　アカデミックスキル

　「大学で学ぶための力」、「考える力」の構造
化も必要であり、特に前者はアカデミックス

段階は続いているが、学士力と同様に、昨今
の動きはやや鈍いように見受けられる。

2.4　「スキル」教育へのインプリケーション

　社会との関係性、接続性を維持し、意思表
明ができずに、大学や社会での生活にうまく
適応できずにいて苦労している若者が今日増
加している。これは、高等教育の学生でもあ
てはまり、喫緊の課題の一つである。今まで
述べたSCAN報告、学士力、社会人基礎力と
いったトップダウンでのあるべき姿から共通
して指摘されていることは、コミュニケー
ション力をはじめとするスキルの不足である。
図表１は、縦軸には学士力の構成要素を、横
軸には社会人基礎力の構成要素を対応したも
のである。ここでは、個々の対応関係が重要
なのではなく、従来の高等教育での教育にお
いてカバーされていなかった領域が多く存在
することに注目したい。その分野を何らかの
形で補完する必要があることを意味している。
　さまざまな生きる上で必要となる「知」の
体系は、理論と思想とスキル（技術）の３つ
に分類されると考えられる。その３分類がさ
れるならば、大学では思想部分を避け、圧倒
的に「理論」に関する知識中心の教育が実施

図表１　学士力と社会人基礎力の対応マップ

学士力↓
社会人基礎力→ 踏み出す 考える チーム 基礎学力 専門知識 基本生活

習慣
知識理解 多文化・異文化　理解 ◎ ○
知識理解 文化・社会・自然　理解 ◎ ○
汎用的技能 コミュニケーションスキル ○ ◎ ○
汎用的技能 数量的スキル ○ ○ ○
汎用的技能 情報リテラシー ○
汎用的技能 論理的思考力 ◎ ○ ○
汎用的技能 問題解決力 ○ ○ ○
態度志向性 自己管理力 ○ ◎
態度志向性 チームワーク・リーダーシップ ◎
態度志向性 倫理観 ○ ○
態度志向性 市民としての社会的責任 ○ ○ ○
態度志向性 生涯学習力 ○
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　養おうとする理論やスキルを学ぶ以前に、
目に見えない学習態度の状況への留意も必要
である。社会人基礎力の基本生活習慣は、学
士力では自己管理力に対応しているともいえ
るだろう。これらは、スキルという言葉は相
応しくない態度に関するものである。しかし、
便宜的にスキルのカテゴリーとし、最終章で
再度触れることにしたい。類したことは、ブ
ルデューが「ハビトゥス」として、慣習行動
を生み出す諸性向、いわば体に染みついた習
慣、構えをとりあげている。同様な問題意識
は、教育社会学者の志水も、学校というシス
テムのなかで、知的側面の情意・行動的側面
での力は密接に関係しているのではないかと
述べている（志水、「学力を考える」2005）。
そのような研究や論説を考慮に入れた上で、
いかに不足しているスキルの育成が可能かを
探って行かねばならない。

第３章　情動教育の展開に向けて

3.1　ソーシャルスキル教育の勃興

　今日問題とされるコミュニケーション力は、
日常一般用語でもあるため範囲があいまいで、
各主体により都合良く解釈をされてしまう懸
念がある。得てして、自分の主張を効果的に
相手に伝え、説得させるという自分本位のコ
ミュニケーションととられがちである。しか
しここでは、より広範囲なものと考えたい。
従来型教育からさらに一歩踏み込んだ形での
展開が期待された総合的なものでなくてはな
らない。効果的な行動をもたらすスキルが現
実化し、身体化され、実践可能化まで求めら
れる。ソフトスキルに相当する対人関係技術
のソーシャルスキルに相当するものと考えら
れる。ソーシャルスキルは「対人関係におけ
る目標を達成するために、適切かつ有効な技

キルやスタディスキルと言われる（以降、ア
カデミックスキルとする）。大学の初年次導
入教育を、そのアカデミックスキルを重視し
て実施することは、今日では多くの大学で見
かけるようになった。アカデミックスキルで
は「知のステップ」（学習技術研究会、くろ
しお出版、2002）などの多くの大学で使用さ
れているテキストがある。従来欠けていた汎
用的技能の基礎部分を頭で理解する位置づけ
と考えられる。そこにおいても、アカデミッ
クスキルが万人に受け容れられ、体系だって
いるとは限らない。このアカデミックスキル
は、個人所有の技術であり、知的生産活動と
しての「型」の一つである。一例として、時
間管理ひとつとっても、誰もが同じように扱
えるものではない。梅棹忠夫氏の「知的生産
の技術」でもそうであるが、情報整理のしか
たやレポートの書き方のどれをとっても大き
なテーマである。その型ができるためには、
背景にある思想への共鳴が必要とされ、その
分野への納得のいくプロセスなしには行動変
容は起こりにくいだろう。アカデミックスキ
ルを身につけることは、その後の専門的知識
の理解との関連性は高く、前提ともなる。そ
のため、初年次教育としても数々の試行錯誤
はなされていて、環境は整いつつあるといえ
るだろう。
　なお、アカデミックスキルも、また次章で
述べるソーシャルスキルにおいても、発達段
階をふまえて前段階の教育目標が達成された
上で、次の段階に至っているかという点への
留意は必要である。基礎学力に特に言えるこ
とだが、前段階で積み残された状態で、より
高度の専門教育の水準の教育を受けるとなる
と、消化不良のままで未完了項目も増えてい
くだろう。
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スキルの育成にある。次に述べるSecond 

Step２）は、そのためのひとつのプログラムと
して位置づけられる代表例である。

3.3　セカンドステップ

　国内ではNPO法人こどものための委員会
にて、Second Stepは「セカンドステップ」
として教材のローカリゼーション（以下、「日
本化」と略）を加えられている。その教材で
あるコース１から５までの導入や実践のため
の支援も行われている。セカンドステップの
理論的根拠は、認知行動理論、社会的学習理
論、社会的情報処理モデルによっている。そ
こでは、「感情」や「思考」や「行動」が相互
に影響を及ぼす、そして人は自分に語りかけ
ることで、自らの行動をコントロールするこ
とができるという前提がある。
　そのセカンドステップは、暴力防止教育プ
ログラムとして、社会的能力を発達させ、こ
どもの社会的情緒的問題を減少させることを
目的とするもので、３段階構成となっている。
第１のそれは、「相互の理解」であり、感情を
読み取り、感情を推測するために必要な共感
スキルである。第２は、「衝撃のコントロール
と問題の解決」で、社会的相互関係において
衝動的でなく、思慮深く対応することである。
そこにおいては、敵対的でなく中立的な対応
をする問題解決のステップを学ぶ。第３は、

「怒りの扱い」である。怒りの建設的扱い方
が大きなテーマの一つとしてある。
　各学習の狙いを達成する指導のためにレッ
スンカードが用意されている。レッスンカー
ドの表面は、図表２のような白黒写真の場面
設定がある。
　裏面には図表３のような教師用指導法が記
載される。各レッスンカードでの狙いや、具

能・行動・思考の総称」と定義される。その
ソーシャルスキルに関しては、大学生向けテ
キスト「大学生のためのソーシャルスキル」

（橋本剛、サイエンス社、2008）もあり、い
くつかの大学でとりあげられてきている。
ソーシャルスキルにおいてもアカデミックス
キルと同様に、思想、すなわち人間観を抜き
に考えることはできない。ソーシャルスキル
の小中高での実践事例もあるものの、体系
だってソーシャルスキルを修得できるような
構成の組立ては未整備であるのが現状である。
アカデミックスキルでの到達度と比べるなら
ば、ソーシャルスキルに関しての課題は多い。
いずれにせよ、アカデミックスキルと、主と
してコミュニケーションのパートを管轄領域
とするソーシャルスキルの両輪にて、従来欠
如していた図表１の空白部分を補完すべく取
組みを始める必要に迫られている。

3.2　SEL教育の動向

　ソーシャルスキルが身についていない子ど
もは学校で問題を起こしやすく、また社会人
になってからも仕事場で同様な可能性がある
とされる。攻撃的な子どもは、幼少期から思
春期にかけて、より深刻な問題に発展する危
険性がある、ソーシャルスキルの欠如は社会
面、情緒面での発達を妨げるなどの研究があ
る。今日では、ソーシャルスキルは情動性学
習（Social Emotional Learning : SEL）として、
情動の役割により注目した基盤として使用さ
れる。情動を育成すべき教育はSELとして、
米国では高い評価を獲得していて、研究も米
国が先行し、その実践のためのプログラムも
少なくない。SELもスキルを基盤とした教育
であるため、以下ではソーシャルスキルと明
確に区別をして使用はしないが、論点はその
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体的実践の練習のためのロールプレイ例など
が構造的に指示されている。
　また、レッスンカード以外のDVD等の各種
ツールも用意されている。日本版「セカンド
ステップ」は就学前教育の「コース１」から
中学生程度の対象の「コース５」までに分か
れている。最も基本となるコース１は28レッ
スンで構成されている。各コースにおける
レッスンカードでは、上位学年での事例場面
での写真は、上位学年向きの配慮はされてい
て、応用場面等のケースも異なっている。レッ
スンごとの狙いは若干異なるものの、目指す
スキル向上の基本に関しては、どのコースで
も変わりはないと考えられる。

第４章　国内でのセカンドステップ展開
に向けて

4.1　日本化のための文化配慮

　本章では、最も基本的な教材であるコース
１におけるレッスンカードを具体例として、
文化的適応の問題に絞り検討を進める。セカ
ンドステップの国内版を作るための日本化を
するに当たり、どのような考慮がなされたか、
文化と体制の２つの観点より考察を加えてい
く。
　海外における数多くの成果物を、「日本とい
う異質な国にどう折り合いをつけながら取り
入れることができるか」は多くの分野で求め
られている。セカンドステップを日本化する
にあたっても例外ではない。単に英語を日本
語に翻訳するだけでは済まず、文化の相違に
直面し、必要に応じて調整しながら日本化す
る必要性がある。その際に、相互の文化翻訳
のための齟齬が生ずることがある。ここで、
個人が文化（言葉、知識・技能、行動・生活
様式、価値 ・規範など）を身につけ、その社
会成員になっていくことが「社会化」である。
教育は、その社会化を組織的に実現しようと
する目的の営みであるとされる。この点に関
して目指すべき方向性は、「日米同一」との前
提のもとに議論を進めている。図表４は、コー

図表２　セカンドステップ
　　　　コース１　レッスンカードの写真

図表３　コース１　レッスン１
　　　　レッスンカードのコース指示

図表４　セカンドステップ２章
　　　　米国版と日本版の比較例
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に伴い、レッスンの文言に対して最低限の変
更は加えてある。写真変更の理由は、「ヘッド
フォン」は日本の小中学校の図書室では一般
的でないと判断し、「１人のり自転車」の写真
に変えた。「先生より貸してもらった自転車
をどう利用するか」との状況設定としたのが
図表６である。

　小さな調整としては、ヘッドフォンを自転
車に変えた。チェスをオセロにといった具合
である。
　図表７のレッスンでのポイントは「交換」
を提案することにある。ここでは、腕組みし
て頼みごとをする米国の写真を低姿勢なもの
に変更した。そのままでは、日本人には違和

ス１での問題解決を扱う２章の各レッスン
カードの対応表である。
　さて、国内外間に限らず、人種、民族、宗
教、階層などの存在による格差が相互理解の
ための障害として指摘される。二極化傾向に
よる階層関係での互いの理解しがたい溝が、
一層、顕著となる場合もある。本来は格差を
是正する教育のはずが、普及前夜の段階では、
この種の教育を受けた人と受けていない人と
の間に格差の生ずる可能性もある。この問題
は長期的には是正されねばならない。
　また、教える行為を常に批判的にとらえ、
顕在化された教育プログラム以外に差別性や
人生観の偏りにより、潜在的に伝わる教育ま
で気を配る教師の資質も問題となるとも言わ
れる。翻訳者や研究者自身は、人として性別
などの属性を持ち、いずれかの集団に既に属
して生活しているので、何らかの価値観でバ
イアスされている。そのため、客観性の担保
は容易ではないのが通常である。日米の交流
ひとつをとっても、相互理解を更に深め、融
和を図るためには、今後も多くの時間を要す
るに違いない。

4.2　文化を超えるための教材の変更

　以下はセカンドステップのコース1におけ
る変更箇所である。日本化において、レッス
ン指示の用語では、「ハロウィーン」を「お化
け屋敷」にするなど、日本の文化に合わせる
方針とした。指導法は基本的にはそのままで
あるものの、セカンドステップ第２章におい
ては２カ所の写真変更を加えてある。
　図表５での「順番に使う」のレッスンのポ
イントは、一緒に使うことのできないものの
利用である。互いの葛藤があったときに、「共
有する」という解決策を提示する。写真変更

図表５　コース１　L7　「Taking turns」

図表６　コース１　L7「順番に使う」日本版
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感がある写真ではないかという理由で、図表
８のように変更を加えてある。関係者の中で

「このレッスンは必要ない」という意見もあっ
たが、交渉の大切さを幼少のころから教えて
おくことの有意義さを考慮し、そのまま残し
た（渡辺、2011）という。
　大きな調整として、 「日本の文化習慣と大
きく異なっているが、優れている」ときは、
米国の内容を採用との方針であった。親が子
どもにものを買い与えるときに、あとで他の
子と交換できるものを選ぶように強調してい
る。しかし日本では、子ども同士の交換は煩
わしいからか、多くのものを与える親が多い。
そのような現実から、対人交渉の大切さを教
え、将来国際社会に出たときに、相手の言い

なりにならずに済むようにという配慮である。
これは既存文化への問いかけ・挑戦であり、

「新しい文化習慣の創造」につながる機会を
与える平和づくりの教材との思いが、日本化
をする際の思想として織り込まれている。

4.3　長期の継続体制

　正規の学校教育へは、東京都品川区立小学
校「総合の時間」等での『市民科』などでの
実践事例がある。セカンドステップの有効性
は、その環境下において科学的にも確認され
ている（宮崎、2011）。今日においても継続
されているものの、学校教育での展開では更
なる課題もある。正規の学校教育のプログラ
ムとして取り入れられていく構造的な組込み
の必要性である。そのようなシステムとして
の継続体制と併せて、運営の継続体制も重要
である。
　運用主体のNPO法人 日本こどものための
委員会による「NPO法人化」の方針によれば、
柱は３つ、すなわち、第１はボランティア精
神とプロフェッショナリズムの両立、第２は
絶えず使命感を確認する必要性、第３は、報
酬の運用として、理事は無報酬、事務局他ス
タッフは有給であったことである。
　自発的ボランティアによる体制では、持続
的発展のために、絶えず使命感を再確認する
必要がある。「セカンドステップ10年史」で
示されているように、理事への報酬のあり方
を巡って、白熱した議論が創設期に交わされ
た。最終的に、理事会ではセカンドステップ
を可能にするために、「ボランティア精神とプ
ロフェッショナリズムの両立」が必要である
と判断した。一方、組織的体制を組むと、必
ずしも全員が使命感に燃えて働いている人ば
かりとは限らなくなる。すると、今度は異なっ

図表７　コース１　L8「Trading」

図表８　コース１　L8「交換する」日本版
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　高等教育のカリキュラムに制度的に組込む
ことは容易ではない。試行的な導入の容易さ
で考えられるのはゼミであるが、永続性に欠
けることは懸念される。大学のゼミは一般的
には少人数であり、双方向型の会話、発言の
しやすい場であり、担当教員とのリレーショ
ンも期待できる。扱う内容や時間配分などに
関して、裁量の余地も大いにある。ただ、毎
学年にゼミが設置されている場合では、１年
次はアカデミックスキルを学ぶ場で、２年次
に基礎文献を、３年次は専門文献を学生が主
体となり輪読する、さらに４年次で卒業論文
作成の指導などがゼミで期待されるのが通常
である。そういった中でいかに時間を融通し
て、ソーシャルスキル的なスキル教育を組み
入れることは可能かが鍵となる。

5.2　プログラムの実施

　ソーシャルスキルトレーニングは、ウォー
ミングアップ、言語的教示、教師によるモデ
リング、ロールプレイ、フィードバック、ホー
ムワークという基本的な構造を持つ手順で実
施される。セカンドステップも同様であるが、
指導者は認定されたセカンドステップ指導員
の資格を持つ必要がある。今回の事例は、１
年から３年次までのＴクラス、それぞれ約10
人以下のゼミクラスで、２年余り実施した試
みである。ここでは、Ｔクラスの毎回ゼミの
最初の約30分を使用し、後半部分では本来の
ゼミ時間として凝縮させた。セカンドステッ
プのプログラム教材の指示を尊重し、ロール
プレイは大学生でも受容されやすそうなもの
を選択し、練習させた。
　30分は標準的なセカンドステップでの１
レッスン分に相当する。コース５の全体で、
計22レッスンあり、全３章分をこなすために

た問題が生じる場合がある。企業環境下では、
金銭を中心とする「報酬」は制御可能変数と
して使用される。しかし、非営利組織でのマ
ネジメントにおいては趣がかなり異なること
への留意が必要となる。

第５章　高等教育でのセカンドステップ
展開に向けて

5.1　実施に向けた計画

　日本化が可能になった教材をもとに、ある
首都圏の小規模な大学のＴゼミにおいて、前
章で触れた国内版のセカンドステップのコー
ス４と５をそのまま大学生を対象に実施した。
本章は、その実践事例で、高等教育でいかに
展開するかについて触れる。外国発のこの種
のものの受入れは、文化の受容の問題と関連
する。教材のコース４に関しては、既に６年
前に日本化が完了していた。国内の小学校高
学年においても受容れられている実践事例も
数件存在していた。それと同一の教材を採用
していることもあり、高等教育での受容も十
分にあり得ると推測された。一方、コース５
に関しては、新たに日本化されたもので、ま
だ実績のない教材であった。しかし、現時点
で最高学年向き教材ということもあり今回の
試みで利用することとした。どちらにしても、
発達段階がどう影響するかの検証はこの際に
必要となる。
　ここでは、高等教育にいかにそのプログラ
ムをのせ得るか、さらにセカンドステップの
ような小中学生対象のプログラムが果たして、
高等教育で受け入れられるだろうかという点
に関する検討を加える。その年代ではプログ
ラムを子どもじみた教材として、真面目に取
り組まないのではないかという懸念が残され
るためである。



― 57 ―

ユニバーサル化時代においてのスキル教育に関する実践と考察

は通年期間を必要とする。限られた時間と週
に一度の集まりの機会に限定されることもあ
り、身体化による定着は最終目標ではある。
しかし、今回の目標はソーシャルスキルに関
心や興味を持つところまでとし、進捗は半期
に一章分の範囲にとどめた。

5.3　アンケートの実施

　学習している事に学生が好意的でないと行
動変容にまで至ることはない。したがって、
本節は、アンケートをもとに受講生の評価や
考え方を探ろうと試みた。実際、学生の反応
はレッスン指示の問いかけに、積極的かつ自
発的な発言はなかった。しかし、Ｔクラスの
通常の授業と差異があるわけでもない。学生
同士のロールプレイも照れくさいようで、取
組みは一部を除いてあまり活発ではなかった。
直接の指名をしない限り発言のない状況で
あったものの、大学生の年代での本音は容易
には知り難い事は良く知られている。
　通常実施される学期末の授業アンケートと
は別に、本プログラムを一通り終了した後に
この30分の実施部分だけについて受講学生よ
りアンケートをとった。そこでは「続編をま
た学びたいか」、「後輩にも学んで欲しいか」
という追加の質問項目をつけ加えた。そのア
ンケートフォームが図表９である。
　2012年度前期に、コース４を２年生８名に、
コース５を３年生８名に実施した２クラス分
の比較結果を示した棒グラフが図表10である。
数値は、５（強くそう思う）、４（ややそう思う）、
３（どちらともいえない）、２（あまりそう思
わない）、１（全くそう思わない）の５段階の
回答の単純平均値である。後期に関しても、
１年から３年まで実施し、多少の変動はある
が、詳細データに関しては割愛する。

5.4　アンケート結果の分析

　回答結果からすると、全般的に学生からの
抵抗は比較的少なかったのではと考えられる。
但し、「教材の続編を扱って欲しいか」への回
答は最も低く約3.34と、他の項目の平均値４
近くと比して低い。実施した内容自体は悪く
はないものの、自分に関しては、できればも
う勉強したくはないとも解釈できる結果であ
る。サンブル数が少ないこともあり、所属属

図表９　アンケートフォーム

図表10　アンケート結果
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けられない。
　長期の継続体制は第２の課題である。継続
的な運営体制の維持できるボランティア組織
をどう組織化するかを配慮しながら、国内へ
の導入を図る必要がある。システムとして構
造的な組込、さらに運用面での円滑なマネジ
メントを遂行する必要もある。このように国
内のセカンドステップの一般向け展開に向け
て２つの課題があった。
　後半での高等教育での評価を加えるにあ
たっては更なる課題も存在した。自己評価で
はなく第三者からの評価の必要性である。た
とえソーシャルスキルの重要性を頭で理解し
ても、実際の場で活用できるかは別問題であ
る。スキルは、思っているだけで実施できる
とは限らない。この種の授業は練習量が十分
でない限り、行動変容にまで至らないであろ
うことは、今回も例外ではなかった。セカン
ドステップでのプログラムにおいて、日常へ
の応用と事後のフォローの重要性が強調され
ている。果たして、そこまでのフォローが高
等教育において可能かどうかは、今後の展開
に向けた課題の３つめである。
　第４の課題は学習機会に関してである。か
つて人々は、共同体の中においてソーシャル
スキルを日常生活の中で、自然に学んできた
と思われる。それをいかに体系化するかとい
う試みである。現在のセカンドステップは、
まだ国内向けの日本化に向けた変更の必要が
望ましい箇所のまだ残る教材である。大人向
け、可能であれば大学生にも受容し易い汎用
教材として更に日本化を推進していく必要が
ある。その際に、文化の衝突に遭遇する場合
も増加するであろう。それらを踏まえて、ソー
シャルスキルを学ぶ機会を逸した大多数の大
人でも受容し得る教材ができるとしたならば

性や個人差がどのように結果に影響を与える
かは不明であるものの、今回の対象学生の学
習意欲の傾向を顕していると思われる。
　セカンドステップのプログラムの意義に関
する知見を得るためには、環境の差異をでき
る限りコントロールして処理する必要がある。
今回は、アンケートの問いの一つの「関心や
興味を持ちましたか」に注目した。2012年後
期実施の３クラス分の平均スコアは4.43で
あった。それを同時期のＴ担当３クラスのゼ
ミ全体のそれと比較した。セカンドステップ

（SS）の結果の平均得点は、ゼミ一般のそれ
と比べると0.21高い。但し、統計的有意差（ｔ
＝-0.86, df＝36, n.s.）は見られなかった。そ
の関係を表したものが図表11である。

第６章　今後の課題

　本稿では、前半でセカンドステップを事例
とした日本化について検討してきた。セカン
ドステップのようなプログラムの国内導入に
あたっては、第１に文化の衝突の課題に直面
するであろう。その際に、横文字を単に翻訳
しただけでは日本化は定着しない。文化的適
応の側面を十分に認識しておく必要がある。
そこでは、関係者同士で多くの議論を重ねた
としても、細かな微妙な文化と関連した思想
に基づく、各自の価値判断が加わることは避

図表11　アンケートの比較（平均値）
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大変有意義である。
　先にブルデューの「ハビトゥス」の概念を
提示した。ソーシャルスキルの学びに限らな
いが、そのハビトゥスが新たな学習を始める
前に立ちはだかる可能性が第５の課題である。
同一の環境が与えられたとしても、また優れ
た教材で同様に授業を実施しても、受講者の
学習への準備ができていないと大きな効果は
期待できない。今回の実践事例は限られたこ
としかしていないものの、ゼミ自体のそれと
の際立った差は生じていなかった。学習者の
意欲や自発性・学習習慣と深く関係すると思
われるし、学習障害の有無も配慮されなけれ
ばならない。教育をしていくにあたり、学習
習慣が、高等教育の段階に至る前の段階で既
に固定化してしまっている可能性も残り、複
雑な関係といえる。アカデミックスキルや
ソーシャルスキルを学ぶ段階で、既に一定の
発達段階を経てしまっているとするならば足
枷となる場合もあり、事態は一層厄介になる。

第７章　結論

　本稿は、ユニバーサル化している国内の高
等教育において、求められる教育を探索的に
探り、日本化された「セカンドステップ」を
高等教育に試験的に導入した試みであった。
教育は短期的な指標で図られ評価されるべき
ではないものであろうが、一つの参考にし得
るデータは入手できた。とはいえ、その結果
は必ずしも明確ではない。学生からの平均の
評価ポイントは相対的に高くなっているもの
の、その違いに有為差は見られないためであ
る。今後の歩を進めていくためには、６章で
提示した日本化と長期継続体制に関する課題、
さらに高等教育導入に対して、フォロー、大
人向け教材、ハビトゥスからの影響の計５つ

の課題を解決していく必要がある。
　その最後の課題の、スキルを学習し身体化
を目的とする教育をしようとする時に、それ
以前に培われた学習するための望ましからぬ
身体化された態度・学習習慣が固まっている
としたら、問題である。教育機関としては、
新たな学習を阻む可能性を意識した上で、学
習者に対峙する自らの「構え」が求められる
ことになる。

注
１）埼玉学園大学経営学部教育GP（平成21-23年度、

大学教育・学生支援推進事業）「大学と地場企業
との協働による就職基礎能力向上プログラムの開
発」は、文部科学省からも、高い評価を得ている
もののひとつである。

２）Talking About Touchingは、未就学児─小学
３年までを対象とした交通・火災・銃についての
安全教育に加えて、性的虐待から身を守るための
スキルを獲得しようとする個人の安全プログラム
で、 未 就 学 児 ─ 中 学 を 対 象 と し てSteps to 
Respect : いじめ防止プログラムの２つが関連し
て、別途に提供されている。
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